
 委 託 契 約 書 （案） 

 
 

１ 契約業務名   質量分析計 LTQ Orbitrap Elite 保守 

 

２ 契 約 金 額   金       円 

           （うち取引に係る消費税額および地方消費税の額 金     円） 

 

３ 契 約 期 間   平成３０年１０月１日から平成３１年３月３１日まで 

 

４ 履 行 場 所   生物資源学部１階ＢＷ１０５ 

 

５ 契約保証金   金       円 

※ 契約保証金は、契約金額の１００分の１０以上。 

※ 保険証券、保証証券が提供された場合は、保険または保証に付される金額を記載。 

※ 契約事務取扱細則第３８条第１項の規定に該当する場合は、「免除」と記載。 

 

 公立大学法人福井県立大学（以下「甲」という。）と、             （以

下「乙」という。）とは、次の条項により契約を締結する。 

 

この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自１通

を保有するものとする。 

 

平成  年  月  日 

 

 

                   甲  永平寺町松岡兼定島４－１－１ 

                      公立大学法人福井県立大学 

                       理事長  林 雅則 

 

                   乙   



契 約 条 項 

 

（契約の要項） 

第１条 この契約の要項は、頭書のとおりとする。 

 

（委託業務の実施方法） 

第２条 乙は、別紙仕様書および甲が必要に応じて指示する事項を遵守の上、誠実にこれを履

行しなければならない。 

 

（調査等） 

第３条 甲は、必要があると認めるときは、乙に対し委託業務の処理状況について報告もしく 

は資料の提出を求め、または必要な指示を与えることができる。 

 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第４条 乙は、この契約によって生ずる権利または義務を第三者に譲渡し、または承継させて 

はならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を得た場合は、この限りでない。 

 

（再委託の禁止） 

第５条 乙は、委託業務の処理を自ら行うものとし、業務の全部または一部を第三者に委託し、 

もしくは請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を得た場合は、 

この限りでない。 

 

（実績報告および検査） 

第６条 乙は、委託業務が終了したときは、速やかに仕様書に基づく報告書等を甲に提出し、甲

   の命じた職員の検査を受けなければならない。 

  ２ 甲は委託業務が実施要領等に示すものに適合していないと認める時は、期日を定めて 

業務の手直しをさせることができる。この場合の費用は、乙の負担とする。 

 

（委託料の支払） 

第７条 乙は、前条の規定による甲の履行確認を得た後、甲に対して委託料の支払を請求する 

ものとし、甲は乙からの適法な請求書を受理したときは、その日の翌月２５日までに委 

託料を支払うものとする。ただし、２５日が日曜日、土曜日および国民の休日の場合は

その翌日とする。 

  ２ 甲の責めに帰すべき理由により、前項の支払期限までに委託料を支払わない場合は、 

  乙は甲に対して未受領金額につき、遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関す 

る法律（昭和２４年法律第２５６号）第８条の規定により定められた割合で計算した金 

額を遅延利息として請求することができる。 

 

（履行遅延） 

第８条 甲は、乙の責に帰すべき事由により契約履行期限までにその義務を履行しないときは、 

遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律第８条の規定により定められ

た割合で計算した金額を遅延利息として徴収する。 

 

（契約の解除） 

第９条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、この契約を解除することができる。 

  （１）その責に帰すべき理由によりこの契約に違反したとき。 

  （２）この契約を履行せず、または履行を継続することができないと認められるとき。 

  （３）誠実に業務を履行する意思がないと認められるとき。 

  （４）契約の履行につき、不正の行為をしたとき。 

  （５）契約の解除を申し出たとき。 

  （６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第



６号に規定する暴力団員または同条第２号に規定する暴力団もしくは暴力団員と密接

な関係を有している者と認められるとき。 

 

（違約金等） 

第 10 条 前条の規定によりこの契約が解除されたときは、乙は違約金として委託期間全期間分 

の委託料の１００分の１０に相当する金額を甲に支払うものとする。ただし、甲に違約

金の額を超える損害が発生した時は、甲はその超過額を請求することができる。 

２ 前項の場合において、契約保証金の納付またはこれに代わる担保の提供が行われてい 

るときは、甲は当該契約保証金または担保をもって違約金に充当することができるものと 

する。 

 

（損害賠償請求権） 

第 11 条 乙は、委託業務の実施に当たり、乙の故意または過失により甲または第三者に損害 

を与えたときは、損害賠償の責を負うものとする。 

   ２ 前項の損害賠償の額は、甲または第三者が実際に被った損害額とする。 

   ３ 天災その他不可抗力によって生じた損害については、乙が善良なる管理者の注意義 

務を怠らなかったと認める場合は、甲はこれを請求しない。 

            ４ 委託業務の履行に関し、第三者に損害が生じたときは、甲の責に帰すべき事由によ 

る場合を除き、乙は、その損害賠償の責を負う。ただし、その損害が天災その他不可 

抗力による場合は、その負担について、甲と乙が協議して定める。 

 

（著作権等権利の処理） 

第 12 条 乙は、委託業務の実施にあたり、第三者が有する著作権、特許権等の排他的権利を 

侵害してはならない。 

   ２ 乙は、委託業務の実施上、前項の排他的権利を使用する必要がある場合は、その権 

利関係を処理するものとする。 

   ３ 乙が、前２項の規定に反したことにより甲が損害を受けた場合は、甲は乙に対して 

損害賠償を請求することができるものとする。 

 

（秘密の保持） 

第 13条 乙は、委託業務実施中に知り得た秘密および甲の行政事務などで一般に公表されて 

いない事項を他にもらしてはならない。 

 

（個人情報の保護） 

第 14条 乙がこの契約に関して取扱う個人情報については「福井県個人情報保護条例（平成 

１４年福井県条例第６号）」の適用を受ける。 

２ 乙は、個人情報の取扱に関し、別紙「個人情報取扱特記事項」を遵守しなければな 

らない。 

   

（グリーン購入） 

第 15条  乙は、事業の実施において物品等を調達する場合、「福井県庁グリーン購入推進方 

   針（平成１３年４月２７日策定）」に基づき、環境物品等の調達に努めるものとする。 

 

（疑義等の決定） 

第 16条 この契約に定めのない事項およびこの契約に関し疑義が生じたときは、甲乙協議し 

て定めるものとする。 

  

（紛争等の解決） 

第 17条 この契約について訴訟等の生じたときは、甲の事務所の所在地を管轄する裁判所を 

第１審の管轄裁判所とする。 



質量分析計質量分析計質量分析計質量分析計 LTQ Orbitrap EliteLTQ Orbitrap EliteLTQ Orbitrap EliteLTQ Orbitrap Elite 保守保守保守保守内容内容内容内容    仕様仕様仕様仕様書書書書 

 

生物資源棟生物資源棟生物資源棟生物資源棟１１１１階階階階    精密精密精密精密機器室機器室機器室機器室 I (I (I (I (ＢＷ１０５ＢＷ１０５ＢＷ１０５ＢＷ１０５))))    

 

（１）（１）（１）（１）        定期点検（年１回）定期点検（年１回）定期点検（年１回）定期点検（年１回） 

   ①真空系のチェック 

  ②ポンプ類のオイル交換 

  ③ターボポンプのオイルリザーバ交換（必要時） 

  ④電気系統の機能動作チェック 

  ⑤データ処理システムの作動チェック 

  ⑥イオン源の洗浄 

  ⑦レンズ群の洗浄 

  ⑧マルチプライヤーの交換（必要時） 

  ⑨イオンゲージの交換 

  ⑩ウォーターチラーのチェックおよびフィルターの交換 

  ⑪総合動作のチェック 

 

（２）（２）（２）（２）    緊急修理緊急修理緊急修理緊急修理（年（年（年（年１１１１回まで回まで回まで回まで）））） 

①通常消耗品以外の部品は全て無償対応とする。 

②修理作業費は全て無償対応とする。 

 

（３）（３）（３）（３）    保守サービス体制について保守サービス体制について保守サービス体制について保守サービス体制について 

①本仕様書に関する機器について、迅速なサービス提供が可能なこと。 

②ハードウェア、ＯＳおよび付属ソフトの機能について不明な点がある場合、電

話、ＦＡＸで問合せが可能なこと。 

 

（（（（４４４４））））        保守の範囲について保守の範囲について保守の範囲について保守の範囲について 

①保守サービスの対象は、納入した機器に限るものとし、その範囲は調整を含む

障害部品交換とする。契約者は、ここに定める保守および障害復旧作業を行っ

た時は、速やかに書面により発注者に報告するものとする。 

 

（（（（５５５５））））        保守の例外保守の例外保守の例外保守の例外 

以下の各号に定める事項が起こった場合は保守の範囲に含まれないものとする。 

①天災、地変、その他納入者の責に帰すことのできない事由により生じた故障の

修理。 

②発注者の不適切な機器の使用、または取扱による故障の修理。 


